
 

浜松市消防局訓令甲第２号 

 

 浜松市警防規程の一部を改正する訓令甲を次のように定める。 

 

  令和８年９月１４日 

 

浜松市消防長 那須田 育生  

 

浜松市警防規程の一部を改正する訓令甲 

 

 浜松市警防規程（平成１７年浜松市消防本部訓令甲第２号）の一部を次のように改正す

る。 

改正前 改正後 

 （職員の覚知義務）  （職員の覚知義務） 

第７３条 職員は、次の各号のいずれかに該当

する場合は、常に非常招集に応じられる態勢

を整え、インターネット、テレビ、ラジオ等

により気象情報及び災害発生の状況を積極

的に把握し、非常招集の発令の有無その他必

要な事項を確認しなければならない。 

第７３条 職員は、次の各号のいずれかに該当

する場合は、常に非常招集に応じられる態勢

を整え、インターネット、テレビ、ラジオ等

により気象情報及び災害発生の状況を積極

的に把握し、非常招集の発令の有無その他必

要な事項を確認しなければならない。 

 (1) 気象警報又は大雨、強風等の注意報が浜

松市北部又は浜松市南部に発令され、災害

の発生が予測されるとき。 

 (1) 気象警報又は大雨、強風等の注意報が浜

松市北部又は浜松市南部に発表され、災害

の発生が予測されるとき。 

 (2)・(3) （略）  (2)・(3) （略） 

 （火災警報の発令等）  （火災警報の発令等） 

第８０条 消防長は、浜松市火災予防規則（昭

和６１年浜松市規則第５１号）第３条各号の

いずれかに該当し、かつ、火災警報を出す必

要があると認める場合は、法第２２条第３項

に基づき火災に関する警報（以下「火災警報」

という。）を発令し、その必要がなくなった

場合は解除することができる。 

第８０条 消防長は、浜松市火災予防規則（昭

和６１年浜松市規則第５１号）第３条各号の

いずれか又は第３条の２に該当し、かつ、必

要があると認める場合は、法第２２条第３項

に基づき火災に関する警報（以下「火災警報」

という。）を発令し、その必要がなくなった

場合は解除することができる。 

２ （略） ２ （略） 



 

（関係機関への通知） （関係機関への連絡等） 

第８１条 消防長及び署長は、火災警報が発令

され、又は解除された場合は、別表第７に定

める関係機関に通知するものとする。 

第８１条 消防長及び署長は、火災警報が発令

され、又は解除された場合は、別に定めると

ころにより、関係機関に連絡するとともに、

一般に周知するものとする。 

２ 消防長及び署長は、前項の通知が遅滞なく

行えるようあらかじめ通知に関する計画を

作成しておくとともに、当該関係機関におい

て火災警報の発令又は解除を、告知板、旗、

サイレン、マイク、インターネット等により

一般に周知し、又は当該機関の内部に連絡す

ることについて、あらかじめ依頼しておくも

のとする。 

 

（火災警報発令時の実施事項） （火災警報発令時の実施事項） 

第８２条 署長は、火災警報が発令された場合

は、次に掲げる事項を実施しなければならな

い。 

第８２条 署長は、火災警報が発令された場合

は、次に掲げる事項を実施しなければならな

い。 

(1) 消防法施行規則（昭和３６年自治省令第

６号）第３４条に規定する火災警報信号の

発信 

 

(2) 署所等への掲示板の掲出  

(3) 旗の掲出  

(4)～(6) （略） (1)～(3) （略） 

(7) 所属職員への勤務に関する必要な指示  

(8) （略） (4) （略） 

（非番職員の所在） （非番職員の所在） 

第８４条 現に勤務に服している職員以外の

職員は、火災警報が発令されたときは、その

所在を明らかにし、非常招集に応じられる態

勢を整えるものとする。 

第８４条 現に勤務に服している職員以外の

職員は、火災警報が発令されたときは、非常

招集に応じられる態勢を整えるものとする。 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 別表第７を削る。 



 

 

   附 則 

 この訓令甲は、令和８年１０月１日から施行する。 

 

 

（あらまし） 

 この訓令甲は、浜松市火災予防条例の一部改正に伴い、所要の整備を行うものです。 


